
は じ め に

日本で初めてHIV（Human Immunodeficien-

cy Virus）に起因するAIDS（Acquired Im-

munodeficiency Syndrome）患者が認定された

1985年以降，HIV感染者およびAIDS患者の診断

報告数は増え続けている 。なかでも東京都内

の医療機関において診断後届け出がなされる患

者・感染者数が，全国の３～４割と多くを占め

ている 。

一方，日本におけるHIV感染症に対する医療

は，1996年 ご ろ か ら 強 力 な 抗 HIV療 法

（HAART：Highly Active Antiretroviral
 

Therapy）が全国の拠点病院を中心に導入され，

AIDS発症抑制効果が期待できる状況となった。

HIV感染を早期に知りHAARTの恩恵を受けれ

ばAIDS発症は米国のように減少すると考えられ

るため，個人予防・集団予防いずれの観点から

も早期検査受診・早期発見の意義は高まってい

るはずである。それにもかかわらず，新規AIDS

診断者の80％(2000年)は感染を知らない実態が

指摘されている 。

そこで筆者らは，自発的HIV検査相談（VCT：

Voluntary Counseling and Testing）の推進策

＊１国立保健医療科学院人材育成部主任研究官 ＊２同疫学部主任研究官
＊３東京都福祉保健局健康安全室感染症対策課課務担当係長 ＊４同課長（参事）
＊５東京都南新宿検査・相談室室長 ＊６埼玉医科大学公衆衛生学教室教授
＊７名古屋市立大学大学院看護学部教授

投稿

東京都定点HIV検査相談センターにおける

HIV非感染受検者の動向，1993-2002
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目的 東京都定点HIV検査相談センターにおける既存情報の分析結果から受検者情報の活用に要す

る改善案を考察し，今後のHIV検査相談推進策の一助とすることが目的である。

方法 対象期間は1993年９月１日～2002年12月31日，対象情報は東京都定点HIV検査相談センター

を受検した非感染者のうち日本語質問票への自記式回答協力者延べ67,804人分である。

結果 定点センター受検HIV抗体陰性者の基本属性について年次推移を分析した。男性：女性＝７：

３であり，「20歳代」と「勤務者」の回答割合が多かった。一方，「初回」受検者は数・割合と

も年々減少し，複数回受検割合は年々増加していた。受検動機となった感染不安内容は「不特

定パートナー」との「異性間性的接触」であり，感染不安から受検までの期間は１年以内が多

く，年々増加傾向であった。

結論 定点センター受検者は，「20歳代」と「勤務者」が多いと推定され，都内保健所において平日

昼間開設のHIV検査相談利用不可能層を補完する利便性改善が図られていると考えられた。今

後，個人の行うHIV/AIDS予防行動を一層きめ細かく支援できる具体的施策立案の根拠として

情報を活用し，住民や団体と協働で取り組むヘルスプロモーションの媒体としての利用を提案

する。

キーワード 自発的HIV検査相談，HIV血清抗体検査，受検行動，匿名，施策企画立案
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を探る目的で，従来から業務改善

を主な目的として継続実施されて

きた東京都定点検査相談センター

における受検後非感染結果者に対

する調査（以下「定点センター受

検者調査」）の回答を分析した。大

都市圏における自発的HIV受検者

像を推定するとともに，情報の施

策立案への活用に要する改善につ

いて考察を加えたので報告する。

対象と方法

東京都では，HIV/AIDS予防対策として1983

年の厚生省エイズ研究班発足と同時にエイズ研

究会を立ち上げて以降，都と特別区の一体的，

系統的エイズ予防対策を構築している 。基幹対

策の１つの「検査・相談対策」 では，都区保健

所41カ所における匿名無料HIV検査相談に加

え，1993年９月，繁華街に近接する交通至便な

場所に南新宿検査・相談室（以下「定点センタ

ー」）を夜間開設した。利便性に配慮したHIV検

査相談が，運営・東京都医師会委託により提供

されている 。定点センターにおける受検啓発

は，「感染の可能性があった機会以降，90日以上

経過した時点のできるだけ早い時期」に受検す

るよう，予防月間（12月１日前後の１ヵ月間）

における街頭予防キャンペーンや講演会などの

機会に様々な層の住民を対象として実施されて

いる。定点センター受検検体におけるHIV抗体

陽性率は，1997(平成９)年以降，2001(平成13)

年を除き都区保健所検査における陽性率を上回

り，年々上昇傾向である（図１）。定点センター

における1993～2002年を通じた検査件数は

67,804件，HIV抗体陽性率はおおむね年々上昇

しており，2002(平成14)年の年間検査件数に対

する陽性率は1.11％である。

⑴ 今回の分析対象は，下記のとおりである。

分析対象：定点センター受検者調査回答

分析対象期間：1993年９月１日～2002年12月

31日の回答

分析方法：回答の集計にはMicrosoft社の表

計算ソフトExcel2003を用い，分析結果に対し東

京都エイズ専門家会議小委員会疫学部門（委員

長：永井正規 埼玉医大教授，筆者はアドバイ

ザーとして集計・分析担当）における検討が加

えられた。

⑵ 定点センター受検者調査は，以下の方法

により行われている。

対象者：定点センターでHIV血清抗体検査を

受検し，陰性告知を受けた者のうち，日本語の自

記式質問紙調査への回答協力が得られた者

質問紙調査方法：定点センターで提供する

HIV血清抗体検査は，採血検査日の１週間後に

結果が判明する。検査結果の告知を受けるため

に再来した受検者のうち，抗体陰性の結果を告

知・説明された者に対し，その場で日本語の自

記式質問紙調査への回答を依頼し，回答協力の

得られた者が調査対象となる。協力者が別室で

回答記入した質問票は，定点センターが即日回

収する。

今回分析対象とした質問内容

（下線部分が質問票の質問文）

ア 回答者属性：

a)「性別」 ①男 ②女

b)「年齢」 ①10代 ②20代 ③30代 ④40代

⑤50代 ⑥60代以上

c)「住所」 ①東京都 ②その他

(1995年以降の設問）

d)「職業」 ①勤務者 ②自営業 ③学生

④主婦 ⑤アルバイト ⑥その他

イ 行動調査：

図１ 南新宿検査・相談室の検査件数・陽性率の推移
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a)「エイズ検査の回数」 ①初めて ②２回目

③３～５回 ④６回以上

b) 感染不安要因＝「感染の心配はどんな事でし

たか？」

①異性間の性的接触 )特定の人 )不特定の人

②同性間の性的接触 )特定の人 )不特定の人

③その他 （ ）

c) 感染不安場所＝「感染の機会や心配があった

地域は？

①日本国内 ②海外

d) 感染不安～検査まで期間＝「感染の機会や心

配があってからの期間は？

(1996年以降の設問)

①90日未満 ②１年以内 ③約何年（ ）

結 果

(１) 定点センターにおけるHIV抗体検査の状況

質問紙調査に対する回答総数は56,928であっ

た。各調査年次における「陰性検査件数」（＝検

査総件数－陽性検査件数）に対する回答回収割

合（以下「回収率」）は，全調査期間における平

均で84.5％，1995年以降は少なくとも86％以上

が確保されていた。なお，1994年４～８月は，

質問回答が一部欠損しているために回収率が低

く見積もられている。また，2002年９月と11月

には，厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研

究事業によるHIV感染症の動向と予防介入に関

する社会疫学的研究を目的とした調査が実施さ

れたことに伴い，本研究対象の調査を実施でき

ない期間が生じた。これは各々１ヵ月間にわた

る２回の調査期間に限り，調査

対象を若干変更したことに伴う

ものである。従来，検査結果日

の陰性来所者に回答協力依頼し

ていた方法を，この期間は検査

日の受検者に対する回答協力依

頼に変更した。そのため，方法

変更の移行期に相当する受検者

が調査非実施となった。東京都

感染症対策課の算出によれば，

該当期間の受検者総数は291人

である。

(２) 全調査期間を通じての回

答者像

1) 性別（図２）

性別有効回答に対する各回答

の割合は，「男性」38,987人(68.5

％)，「女性」17,760人(31.2％)

であった。年次推移は，男性：

女性＝７：３でおおむね一定で

あった。

2) 年齢階級別（図３）

年齢階級有効回答中，最も多

くを占めた年齢階級は「20歳代」

図２ 性別割合の推移
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図３ 年齢階級別割合の推移
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29,839人(52.5％)であった。次いで「30歳代」

17,236人(30.4％)，「40歳代」4,851人(8.4％)で

あった。いずれの調査年次もおおむね同等割合

の推移であった。

3) 住所（1995年以降の設問）(図４)

1995～2002年の住所有効回答中，回答が「東

京都」であった者は70.6％であった。各年次の

「東京都：東京都以外」割合は，おおむね７：

３で一定に推移していた。

4) 職業（図５）

職業有効回答中，最も多くを占めた職

業は「勤務者」63.1％であった。いずれ

の年次においても最多回答は「勤務者」

であったが，回答割合には年々減少がみ

られた。1998年以降，「アルバイト」「そ

の他」の回答割合が増加していた。

(３) 受検関連行動の状況と年次推移

1) 累積受検回数（図６）

有効回答中「初めて」と回答した割合

は64.2％であつた。この「初回」

受検者数は，1998年の4,681人を

ピークとして，以後年々減少し

ていた。各年次の「初回」受検

者割合には減少がみられる一方，

「２回目」「３～５回目」「６回

目以上」の複数回受検者割合は

３割を超え，かつ年々増加して

いた。

2) 感染不安要因（図７）

検査受検動機となった感染不

安（心配）の内容は，有効回答

中「不特定異性」との性的接触

を回答した割合が47.6％と最も

多かった。次いで「特定異性」

28.6％，「不特定同性」10.9％，

「特定同性」3.7％であった。各

回答割合の年次推移は，「その

他」回答が増加した1999年を除

き，おおむね一定であった。

3) 感染不安場所（図８）

感染不安が発生した場所は，

有効回答中「国内」が最も多く

78.6％であった。次いで「海外」

14.7％，「国内＆海外」3.3％で

あった。各回答割合の年次推移

図４ 住所別割合の推移
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は，「海外」回答が増加した

1999年を除き，おおむね一

定であった。

4) 感染不安～検査まで

の期間（1996～2002年

の設問）(図９)

感染不安が生じてから受

検までに要した期間は，有

効回答中「(90日以上)１年

以内」が最も多く54.8％で

あった。次いで「１年以上」

18.2％，「90日未満」15.1％

であった。各回答割合の年

次推移は，「その他」回答が

増加した1999年を除き，「１

年以上」が減少傾向，「90日未満」

が増加傾向にあった。

考 察

(１) 1993～2002年の回答分析

結果について

自発的HIV検査における一定

期間の受検者数は，感染不安を

惹起する社会的要因により大き

く左右される現象が知られてい

る。分析対象期間においても，

1996年の「第４ルート問題（血

液製剤投与によるHIV感染の可能性や血

液製剤を投与された病院名が報道され

た）」，1998年７～９月の「HIV感染題材

テレビドラマ（若年齢総向け）」などの検

査数増加要因社会現象がみられ，該当月

の受検者数には変動がみられたが，調査

回答者の年次ごとの基本属性に大きな変

化はみられなかった。

今回の分析で明らかになった定点セン

ターの1993～2002年における非感染受検

者は，「男性：女性＝７：３」「20歳代が過半数」

「住居東京都：東京都以外＝７：３」「職業勤務

者が過半数」であり，観察期間中の推移におお

むね変化はみられなかった。平日昼間開設の都

区保健所におけるHIV検査相談事業利用者に比

べ，若年層を中心とした勤務者の利用が多

く ，夜間開設・交通至便などの利便性改善と

いう定点センター開設目的にかなう結果と考え

図７ 感染不安要因別割合の推移
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られた。

受検関連行動のうち感染不安要因では，「異性

間（性的接触）」「不特定パートナー」とする回

答割合が最も多く，各年回答総数の半数近くを

占めていた。感染不安の内容は男性と女性とで

は回答が大きく異なると予想されるため，性別

回答とのクロス集計が必要と考えたが，残念な

がら1993～1999年分は不可能であった。近年３

年間（2000～2002年）については，検査受検動

機の感染不安要因などについて今後詳細に分析

を加える予定である。

また，感染不安から検査受検までの期間は，

おおむね過半数が「(90日以上)１年以内」とい

う「受検最適時期」として推奨される期間に受

検していた。現状HIV検査では，受検勧奨に併

せて推奨される適切受検時期は「感染機会後90

日以降の早い時期」である。感染機会後90日に

満たない受検希望者には，定点センター受付に

おいて検査の検出限界をあらかじめ説明し，（感

染機会後）90日以降の受検を勧めているものの，

「（感染不安～検査まで）90日未満」の回答割合

は１割を超えていた。たとえその日の検査結果

が参考値にしかならないと知っても，受検を急

ぐセンター来所者の不安心理が背景にうかがわ

れる。なお，「感染不安要因」「感染不安場所」

「感染不安～検査期間」いずれの回答において

も，1999(平成11)年は「その他」の回答割合に

顕著な増加がみられたが，その理由は不明であ

る。

累積検査回数に関する回答では，複数回受検

の回答割合に年々増加がみられた。自発的HIV

検査受検者において複数回受検者割合が年々増

加する現象は，1992～1995年の米国における公

的HIV検査およびカウンセリング受診者のカウ

ンセラー記録による受検者のリスク行動調査報

告においても同様の現象が報告されている 。個

人の累積受検回数は時間経過に従って感染機会

発生に伴い増加すると考えられるため，複数回

受検者割合の増加は，定点センター開設初期に

起こり得る現象として説明可能だろう。また，

「感染不安が生じた際には適切時期のできるだ

け早期に検査受検を」と呼びかけているHIV受

検勧奨施策上の観点からは，複数回受検者割合

の増加は「受検アクセスの良さ」を反映する１

つの現象に過ぎないと説明できるかもしれない。

実際，「（感染不安～検査まで）90日未満」と回

答した受検者は，適切な時期に再度受検するよ

う指導を受けた後，しばらく後の再受検時に「((感

染不安～検査まで）90日以上）１年以内」の複

数回受検者にカウントされる可能性はある。こ

こで予防施策上重要と考えられるのは，自発的

「受検」を複数回繰り返す受検行動の背景に，

「継続的予防具体策を持たないがために生ずる

感染不安」が存在する場合に用意されるべき必

要十分情報の提供やカウンセリングの態勢であ

る。受検者の検査結果が陰性であり続ける，す

なわちHIV非感染状態であり続けることを可能

とするために，継続的予防支援具体策として受

検者が具体的に何を求めているかを知ることが

一層重要であると思われた。また，本研究対象

の一部である「2000～2002年」の複数回受検者

に関するロジスティック回帰分析の結果，「男女

ともに，コンドームを毎回使用すると回答した

人で，複数回受検者の割合が有意に高かった」

などの結果 が報告されており，今後，予防介

入手法プロセスの効果的構築を探るうえで興味

深いと考える。

(２) 受検者情報の施策立案への活用について

定点センターは，東京都公設の夜間常設HIV

専門検査機関として開設され，東京都医師会委

託事業として運営されてきた。今回分析対象と

した質問紙調査は，抗体検査陰性告知者を対象

として開設以来継続実施されたが，年度ごとの

事業提供サービス改善を主な目的としていたた

め，一部が厚生労働科学研究費補助金エイズ対

策研究事業に供されるなど部分的に公表される

にとどまり，年次推移の分析を前提に構築され

なかった。そのため，年度途中で質問項目自体

が何度も変更されたなどの理由から，詳細な分

析ができる形態で情報が保存されていなかった。

東京都では，2004(平成16)年度エイズ対策実施

計画において，疫学統計情報の解析・活用を目

的として「東京都エイズ専門家会議小委員会疫
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学部門」を立ち上げ，分析・検討を重ねた。本

稿は，その結果の一部に対して，考察を加えた

ものである。

東京都をはじめとする日本のエイズ対策では，

「（予防）普及啓発」「検査相談」「医療体制整備」

「調査研究」「療養支援体制整備」等の対策が，

確立した体系として推進されている。しかし今

後，住民個人の行うHIV/AIDS予防行動を一層

きめ細かく支援できる具体的施策を企画立案す

るには，HIV検査相談自発的受検者情報をはじ

め様々な具体的根拠を活用する必要があると考

える。「AIDS発症で初めてHIV感染を知る者の

割合が減少しない」事実を解消し，自発的受検

を推進するために「一層のHIV検査相談推進策

を探る」具体策を求めるのであれば，「（検査ニ

ーズがあるにもかかわらず）未受検である人々」

を含む集団を調査対象として，今後新たに調査

研究デザインを検討すべきと思われる。しかし，

受検者が定点センターを知り得た情報源は「ク

チコミ」「インターネット」が多い点を考慮すれ

ば ，ここでは今回対象とした「定点センター質

問紙調査の活用」を視点に考察し，下記を提案

したい。

1) 調査対象の再検討

定点センター受検者全体から，施策の企画╱

評価に活用できる，より具体的な回答・意見・

情報が得られるよう，調査対象を「すべての受

検者」に拡大してはどうだろうか。調査回答を

依頼する方法を，現在の「結果告知日」「検査陰

性者のみ」から「検査日（検査と説明修了後の

当日）」「受検者全員」に変更すれば，受検者全

員を原則対象とする情報が得られるのではない

か。

2) 調査票項目の再検討

VCTに対する利便性を一層改善し，VCTを必

要とする人々に障壁なく定点センターや保健所

HIV検査などのVCT施設・事業を早い時期に利

用することの利点を周知するための具体策を探

る設問を加えてはどうだろうか。また，多様化

する需要内容を把握するために，VCTを提供「サ

ービス」としてとらえたときの消費者満足度を

知る必要もあるだろう。何らかの不満が受検者

にある場合には具体的改善案を尋ね，事業改善

の参考にしてはどうだろうか。さらに，HIV/AIDS

に関する知識，すなわち母子感染やHIV/AIDS

医療等に関する最新情報を問う設問をつくり，

必要に応じて記入回答内容の再度説明・相談を

提供できる態勢とすれば，受検者に知識確認の

場を与える道具として質問票を活用することも

考えられる。「クチコミ」「インターネット」で

情報の流れることの多い定点センター受検者と

行政とが，柔軟性に富む施策の企画立案を協働

で推進するための媒体として，質問紙調査票を

活用することは，VCT推進策の具体案の探索に

役立つと思われる。
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